観光関連法規
観光に関する法制度は基本法である観光立国推進基本法(2006年)を基本として組み立てられることとなっており、「我が国を来訪する外国人観光旅客数等の状況も、国際社会において我が国の占める地位にふさわしいものとはなっていない」(同法前文)と規定するように、外客誘致理念として国威発揚が強調され、外貨獲得の目的は消滅している。現行観光制度の中心となる法令は旅行業法、国際観光ホテル整備法等、旧観光基本法(1963年)以前に制定されたものであり、国際観光都市建設法、総合保養地域整備法、祝日三連休法、景観法等観光との関係が深いと考えられる主要法規も、旧観光基本法との関係で論じられることがなく、旧観光基本法を基本法として制定された法律は観光施設財団抵当法(1968年)一例であった。なお、観光立国推進基本法の後に新たに制定されたエコツーリズム推進法(2007年)は、明文では観光立国推進基本法を基本とするとは規定しないものの、その制定理由において観光の振興において重要な意義を有することにかんがみこの法律が提出されたとなっている。
1948年に旅館業法及び温泉法、1949年に国際観光事業の助成に関する法律、通訳案内業法(現行通訳案内士法(2008年改題))及び国際観光ホテル整備法、1952年に旅行あっ旋業法等の観光に関する基本的な法律が制定され、今日まで有効な観光に関する法制度はこの時期にほぼ整備されており、旅行あっ旋業法以外はその後今日に至るまで大きな制度変更はなかった。同法は日本人海外旅行者数が訪日外客数を上回った1971年、旅行業法に改正され、規範性の強い観光政策は外国人旅行客対策から日本人海外旅行者対策へと政策がシフトした。交通・運輸法を別にすれば、戦前において直接観光を規律する法制度はなかった。間接的なものとしては史跡名勝天然記念物保存法(1919年)、国宝保存法(1929年)、国立公園法(1931)、重要美術品等の保存に関する法律（1933年）等が制定され、これらの法律は、戦後においても直接観光を規律する法律ではない1950年に文化財保護法、1957年に自然公園法へと進化していった。

租税法定主義のもと戦前から観光関連税は法律により規定されている。戦費調達を目的とした通行税法、入場税法及び遊興飲食税法はいずれも旅行関連行為に対して課税を行うものであり、旅行を抑制する政策が実施されていた。これらの税制は戦後も引き続き実施され、1989年消費税(3%)発足により廃止されたが、料理飲食等消費税(10%)は都道府県の税収確保のため2001年まで普通税(特別地方消費税(3%))として継続された。地方公共団体は、観光施策実施の独自財源確保のため、法定外普通税としての宗教施設利用税を実施し、法定外目的税としての宿泊税(東京都)等を行ってきている。
宿泊施設の政策的整備は、外客用のものについては、国際観光ホテル整備法により、外貨獲得の目的から税制、財政上の支援施策が実施されてきたが、一般国民用ものについて当初支援措置は講じられなかった。1949年制定された旅館業法においては、旅館業者に対して宿泊引受義務が課されることとなった。これは旅行者に宿泊サービスが提供されることにより社会秩序を維持することを狙いとするものであった。旅館業は宿泊引受義務があるものの、支援措置が行われるものでもなく、交通事業等と異なり基本的には助成措置の対象とは認識されていなかった。宿泊施設は交通施設、住宅施設と異なり、その後も政策的に、公共投資の対象として整備されることはなかった。　
「農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の促進に関する法律」(1994年)は、主として都市の住民が余暇を利用して農村に滞在しつつ行う農作業の体験その他農業に対する理解を深めるための活動を農村滞在型余暇活動と定義するが、農村概念は既に崩壊しており、都市と農村を対比させる概念も不明確なものとなってきている。総合保養地域整備法(1987年)は、民間事業者の活用に重点をおいて総合的に整備するものでもあり、複数の行政機関が総合的に観光関連施策に取り組むこととなった初めての法律であった。その後リゾート政策への批判により施設整備よりも景観が重視されるようになり、また、ふるさと創生事業で観察された金太郎飴的な特色のない施策への反省から地域の個性を重視する観光へと発展していった。「国際会議等の誘致の促進及び開催の円滑化等による国際観光の振興に関する法律」(1994年) はコンベンション振興を目的とするものであるが、国際会議の開催が最も多い東京都内の自治体からの申請はなく、欧米では国際会議自体を特殊視する風土がなくなりつつある。

